
関係法令等に基づき市民に求められる生活環境の実現をめざす。

引き続き環境監視を続けていく。

今後の
方向性

公害などの無いまちをつくる環境保全
環境調和都市

施
策
の
大
綱

環境経済部環境政策課

事業： 環境監視事業 0205

04

整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

01第1章

目

的

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

A

河川水質や騒音の定期監視により、環境変化を把握しており、大いに貢
献している。A

計画通りに監視測定業務を行えた。

A
A

A

目

標

騒音・振動測定、水質検査結果の環境基準達成に努める。
公害発生の防止に努める。

事業費（決算額）・財源

所管課

事業費（決算額）

総コスト

財
源
内
訳

平成27年度 平成26年度 増　減

平成27年度 平成26年度 増　減

職員数

再任用職員数

一般財源

8,984

2,782

0.80

0.00

2,176

606

0

0

一人あたり

世帯あたり 190

82

参
考

(円)

(円)

(人)

(人)

コスト情報・従事職員数

4,000

3,387

613

0

0

10,146

0.80

0.00

214

92

-1,218

-1,211

-7

0

0

-1,162

0.00

0.00

-24

-10

国府支出金

地方債

その他特定財源

事業の概要

評価

平成26年度

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

平成27年度

評
価
理
由

評
価
理
由

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

A

A

A
A

A

人件費

公債費

内
訳

6,202

0

事業費（決算額） 2,782

6,146

0

4,000

56

0

-1,218 (千円)

 (千円)

 (千円)
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